
2021年4月1日

令和８年12月３日

高山労働基準監督署 監督課
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１．働く人の視点に立った働き方改革の意義

２．同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善

３．賃金引上げと労働生産性向上

４．罰則付き時間外労働の上限規制の導入など
長時間労働の是正

５．柔軟な働き方がしやすい環境整備

６．女性・若者の人材育成など活躍しやすい環境整備

７．病気の治療と仕事の両立

８．子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労

９．雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・再就職支援

１０．誰にでもチャンスのある教育環境の整備

１１．高齢者の就業促進

１２．外国人材の受入れ

１３．10年先の未来を見据えたロードマップ

働き方改革実行計画
（２０１７年３月２８日働き方改革実現会議決定）
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被改正法律・項目 内容 大企業 中小企業

労働施策の総合的な推進並び
に労働者の雇用の安定及び職
業生活の充実等に関する法律
（旧雇用対策法）

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国
は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」

を定めることとする。
２０１８年７月６日

労
働
基
準
法

労働時間の上限
（第36条等）

時間外労働の上限について月45時間、年360時間を原則とし、
臨時的な特別な事情がある場合にも上限を設定。（罰則付）

２０１９年４月１日

２０２０年４月１日

高度プロフェッショナ
ル制度の創設
（第41条の２）

職務の範囲が明確で一定の年収を有する労働者が高度の専門
的知識等を必要とする等の業務に従事する場合に、健康確保
措置や本人同意、労使委員会決議等を要件として、労働時間、

休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外とする。

２０１９年４月１日年５日の年次有給休暇
の取得義務
（第39条第７項）

使用者は10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、
年５日について毎年時季を指定して与えなければならないこ

ととする。

フレックスタイム制見
直し（第32条の３）

フレックスタイム制の清算期間の上限を１ヶ月から３ヶ月に

延長。

中小企業における割増
賃金率の猶予措置廃止
（第138条）

月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）
について、中小企業への猶予措置を廃止。 ― ２０２３年４月１日

労働時間等設定改善法
勤務間インターバル制度の普及促進、事業主への取引上配慮

すべき事項に関する責務の規定など。
２０１９年４月１日

労働安全衛生法、じん肺法
産業医・産業保健機能の強化、高プロ対象者を除くすべての

労働者を対象とした労働時間の状況の把握の義務化など。

パートタイム労働法・労働
契約法

短時間・有期雇用労働者について、①不合理な待遇差を解消
するための規定の整備、②待遇差の内容・理由等に関する説
明の義務化、③裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備な

ど。

２０２０年４月１日 ２０２１年４月１日

労働者派遣法
派遣労働者について、①不合理な待遇差を解消するための規
定の整備、②待遇差の内容・理由等に関する説明の義務化、

③裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備など。
２０２０年４月１日
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労働時間とは

労働時間とは使用者の指揮命令下に置かれている時間をいいます。
使用者に義務付けられている次の時間も労働時間となります。

① 業務の準備行為
着用を義務付けられた所定の服装への着替え等や業務終了後

の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行う時
間は、労働時間に当たります。（作業開始前の朝礼の時間、作
業開始前の準備体操の時間、現場作業終了後の掃除時間など）

② いわゆる手待ち時間
使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを

求められており、労働から離れることが保障されていない状態
で待機等している時間（いわゆる「手待時間」）は、労働時間
に当たります。



改正労働基準法の説明
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法定労働時間とは

労働基準法では、

１日 ８時間
１週間 ４０時間

（特例で、商業、接客娯楽業等で常時10人未満であれば、

１週間４４時間が認められています。）

この時間を超えると、労働基準法では、「時間外労働」（いわゆ
る残業）と呼んでいます。



改正労働基準法の説明
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時間外労働について

時間外労働に対しては、次の措置を講じなければなりません。

① 時間外労働・休日労働に関する協定届、通称、

３６協定届を労働基準監督署長へ提出する。

→ 法改正で、３６協定で定める限度時間に、新たに上限が設定
されました。

② 割増賃金を支払う。

→ 法改正で、割増賃金率が上がりました。
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① 残業時間の上限を規制しました

（改正前）

法律上は、残業時間の上限が

ありませんでした（行政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

上限なし

年間６か月まで

大臣告示による上限
（行政指導）

（改正後）

法律で残業時間の上限を定め、これを
超える残業はできなくなります。

１年間＝12か月

年間６か月まで

残業時間(原則)
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間以内
・複数月平均80時間以内＊
・月100時間未満＊
       ＊休日労働を含む

どう変わった？

特別条項特別条項

残業時間の上限を法律で規制することは、7９年前（1947年）に制定された「労働基準法」において、
初めての大改革となります。
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① 残業時間の上限を規制しました

◎臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、
・年７２０時間以内
・２～6か月平均８０時間以内（休日労働を含む）
・月１００時間未満（休日労働を含む）
を超えることはできません。
（月８０時間は、１日当たり４時間程度の残業に相当します。）
また、原則である月４５時間を超えることができるのは、年間
６か月までです。

どのような内容？

◎残業時間の上限は、原則として月４５時間・年３６０時間とし、
臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはできません。
（月４５時間は、１日当たり２時間程度の残業に相当します。）



改正労働基準法の説明
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① 残業時間の上限を規制しました

複数月 平均80時間とは？

把握した時間外労働と休日労働の合計時間数をもとに、２か月平均、３か月平均、４か月平均、５か月平均、

６か月平均を算出します。

例えば、2025年12月につ

いては、前月までの実績を

もとに以下のように２～６

か月平均を算出します。

同様に他の月についても２～６か月を算

出するため、全ての月について、隣接する

２～６か月の平均が80時間以内となるよう

管理しなければなりません。

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

時間外労働 80 60 45 35 35 80

休日労働 20 15 10

合計 80.0 80.0 60.0 45.0 35.0 80.0

2か月平均

3か月平均

4か月平均

5か月平均

6か月平均

算定期間
57.5 11月～12月平均

53.3 10月～12月平均

55.0 ９月～12月平均

60.0 ８月～12月平均

63.3 ７月～12月平均



令和６年４月１日から、これまで猶予・除外されていた事業・業務に
対しても上限規制が適用されています。

自動車運転の業務

（様式９号の３の4）
（様式９号の３の5）

特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外労働の上限が
年960時間となっています。
時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、２～６

カ月平均80時間以内とする規制が適用されません。
時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６ヶ月までと

する規制は適用されません。

建設事業

（様式９号の３の２）
（様式９号の３の３）

災害時における復旧及び復興の事業を除き、上限規制がすべて適
用されます。
災害時における復旧及び復興の事業には、時間外労働と休日労働

の合計について、月100時間未満、２～６ヶ月平均80時間以内とす
る規制は適用されません。（ただし、年720時間の上限及び時間外労働が月

45時間を超えることができるのは、年６回が限度という規制は適用されます。）

医師

（様式９号の４）
（様式９号の５）

特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外・休日労働の
上限が最大1860時間（※）となっています。
時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、２～

６ヶ月平均80時間以内とする規制が適用されません。
時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６ヶ月までと

する規制は適用されません。
医療法等に追加的健康確保措置に関する定めがあります。

※特別条項付き36協定を締結する場合、特別延長時間の上限については、各水準
で異なります。
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監督署の指導事例

◎３６協定を提出せず、または、３６協定の限度時間を超えて労働
を行わせている。

【労基法３２条違反】

→ ３６協定の限度時間は，過去の時間外労働等から適切に設定
してください。

（特別条項を付けると監督署に目を付けられるからという理由
で無理に限度時間を下げて，法違反となっている事例があり
ます。）

◎３６協定の労働者代表の選出が適切に行われてない。
【労基法３２条違反】

→ 労働者の過半数を代表する者は，投票，挙手，労働者の話し
合い，持ち回り決議等，労働者の過半数が当該者の選任を支
持していることが明確になる民主的な手続きで行ってくださ
い。（使用者の意向に基づき選出される等，適正な手続きを
行わない場合，３６協定が無効となります。）
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監督署の指導事例

◎３６協定の限度時間（１か月４５時間まで）を超える回数が協定
で定める回数（１年間で最大６回まで協定可能）を超えて時間外
労働を行わせている。【労基法３２条違反】

→ 限度時間を超えている回数を管理してください。（限度時間
を超えることに回数制限があることを知らない事例がありま
す。）

◎３６協定の特別条項の発動手続きが取られていない。
【労基法３２条違反】

→ 特別条項を発動するためには，協定で定めた手続きを取らな
いと，その部分については無効となります。
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監督署の指導事例

◎そもそも労働時間の把握をしていない
【安衛法６６条の８の３，安衛則５２条の７の３違反】

→ 健康確保の観点から，管理監督者も含め，すべての労働者の
労働時間の状況が客観的な方法その他適切な方法で把握しな
ければなりません。

（客観的な方法）
・タイムカード
・パーソナルコンピュータ（ログインからログアウト）
・事業者の現認等

（その他適切な方法）※やむを得ない場合に限る
・自己申告 → 平成30年12月28日付基発1228第16号に具体

的な方法が記載していますが，「労働時間の
適正な把握のために使用者が講ずべき措置に
関するガイドライン」に準じています。
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監督署の指導例

◎ガイドラインで特に指導することが多いもの
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監督署の指導例 ◎ガイドラインで特に指導することが多いもの



1. 時間外労働の上限規制について

2. 年5日の年次有給休暇の取得義務について

3. 割増賃金率の引き上げ

4. 労働条件明示のルール変更

5. 勤務間インターバルについて
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②年5日の年次有給休暇の取得を、企業に義務づけました

①労働者が使用者に
取得希望時季を申出

労働者 使用者

②○月×日に年休が成立

①使用者が労働者に
取得時季の希望を聴取

②労働者の希望を踏まえ
使用者が取得時季を指定

（改正前）

労働者が自ら申し出なければ、年休を取得で

きませんでした。

（現在）

使用者が労働者の希望を聴き、希望を踏まえて

時季を指定。

年５日は取得していただきます。

例 ｢○月×日に休みます」

例 ｢○月×日に休んでください」

労働者 使用者

４/１
入社

１０/１ ４/１

10日付与
（基準日）

１０/１～翌９/３０までの１年間
に５日取得時季を指定しなければ
ならない。

９/３０

（例）４/１入社
の場合



改正労働基準法の説明

21

②年5日の年次有給休暇の取得を、企業に義務づけました

○ 対象者は、年次有給休暇が年10日以上付与される労働者
（管理監督者を含む）

○ 労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から１年以内
に５日について、使用者が取得時季を指定して与える

○ 労働者が自ら申し出て取得した日数や、計画的付与で取得した日数
については、５日から控除することができる

○ 時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重す
るよう努めなければならない

○ 労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存

（例） ➢労働者が自ら５日取得した場合 ⇒ 使用者の時季指定は不要

➢労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合 ⇒ 〃

➢労働者が自ら３日取得した場合 ⇒ 使用者は２日を時季指定

➢計画的付与で２日取得した場合 ⇒ 〃 ３日 〃

＜ポイント＞
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監督署へ寄せられる相談事例

◎年５日の年休について，会社から時季指定を勝手にされる。
【労基則２４条の６第１項違反】

→ あらかじめ時季指定をすることにより年休を与えること
を明らかにした上で，その時季について当該労働者の意見を
聴く必要があります。なお，聴取した意見を尊重するよう努
めなければなりません。
また，時季指定を行うには就業規則に
① 時季指定となる労働者の範囲
② 時季指定の方法等

の記載が必要です。
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監督署へ寄せられる相談事例

◎パートタイム労働者でも年次有給休暇を与えなければならないで
すか。
→ 業種、業態にかかわらず、また、正社員、パートタイム労働
者などの区分なく、一定の要件を満たした全ての労働者に対し
て、年次有給休暇を与えなければなりません。
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③月60時間を超える残業は、割増賃金率を引上げられました

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

（現在）

月60時間超の残業割増賃金率大企業は５０％

中小企業は２５％

（改正後）

月60時間超の残業割増賃金率大企業、中小企業

ともに５０％

※中小企業の割増賃金率を引上げ
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最高裁 平成30年7月19日第一小法廷判決など

① 通常の労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金に当たる部分との「判別が可
能」であること
⇒ 労働契約や就業規則で通常の明確になっているか。

② 通常の労働時間に対する賃金と区別された手当が、時間外労働の対価である
と認められること
⇒ 雇用契約や就業規則で明確になっているか。使用者から労働者に手当に

ついて説明がされているか。

③ 割増賃金に当たるとされた部分が労働基準法37条等による方法で算出する
割増賃金の額を下回らないか。
⇒ 不足がある場合，追加で支払うことが規定されているか。

④ 労働者の実際の労働時間等の勤務状況を勘案しているか
⇒ 固定残業代とされている手当額が、あまりにも長すぎる残業時間に対応
するもので，公序良俗に反する長時間労働の助長するものとなっていない
か。

固定残業代制（みなし残業）に関する留意事項について



① 基本給〇〇万円（②の手当を除く額）
② □□手当 △△円（時間外労働の有無に関わらず，××時間分の時間外手当

として〇〇円支払う）
③ ××時間を超える時間外労働についての割増賃金は追加で支払う。

【固定残業代制の規定例】

【固定残業代制とは言えない例】

× 月額５０万円と明示があるだけ。
※ 「賃金額が高いのだから，残業代を当然に含んでいる」というお話をさ

れることがありますが，賃金額が高いことと，残業代を含んでいるこ
とは別です。

× 全部こみこみ。
※ 通常賃金と，割増賃金の区分ができていないので，ダメです。

× 歩合で払っている。歩合に入ってる。
※ 歩合給でも割増賃金は必要です。

固定残業代制（みなし残業）に関する留意事項について



① 固定残業代を下回る残業時間であれば，残業手当を再計算しなくてもよい。
② 残業が少なくなっても，労働者の賃金が確保される。

【固定残業代制のメリット】

【よくある間違い】

固定残業代を支払っているのだから，追加の割増賃金を支払わなくてもよいと
思っている。

【固定残業代制のデメリット】

① 運用を間違えると，割増賃金を支払っていないこととなる。

② 更に，①について，裁判で負けると，労基法１１４条に基づく労働者の請求
があれば，同一額の付加金を支払う必要がある。

固定残業代制（みなし残業）に関する留意事項について





保存期間延長の対象

①労働者名簿

②賃金台帳

③雇い入れに関する書類 ：雇入決定関係書類、契約書、労働条件通知書、履歴書など

④解雇に関する書類 ：解雇決定関係書類、予告手当または退職手当の領収書など

⑤災害補償に関する書類 ：診断書、補償の支払、領収関係書類など

⑥賃金に関する書類 ：賃金決定関係書類、昇給減給関係書類など

⑦その他の労働関係に ：

関する書類

⑧労働基準法施行規則・労働時間等設定改善法施行規則で保存期間が定められている記録

※起算日の明確化を行う記録は、このうち賃金の支払いに関するものに限ります。

出勤簿、タイムカードなどの記録、労使協定の協定書、

各種許認可書、始業・終業時刻など労働時間の記録に関する書類、

退職関係書類など
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改正労働基準法の説明
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④ 2024年4月から労働条件明示のルールが変更されました
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勤務間インターバル制度とは

40

勤務間インターバル制度とは、終業時刻から次の始業時刻の間に、一定時間以上の休息時
間（インターバル時間）を設けることで、従業員の生活時間や睡眠時間を確保しようとする
ものです。
「労働時間等設定改善法」（労働時間等の改善に関する特別措置法）が改正され、2019年
4月1日より勤務間インターバル制度の導入が事業主の努力義務となりました。
勤務間インターバル制度を導入した場合、例えば次の図にみるような働き方が考えられま

す。

このほか、ある時刻以降の残業を禁止し、次の始業時刻以前の勤務を認めないことと
する等によりインターバル時間を確保する方法も考えられます。
このように、一定のインターバル時間を確保することで、従業員が十分な生活時間や

睡眠時間を確保でき、ワーク・ライフ・バランスを保ちながら働き続けることができま
す。
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